
安保法制、国会へ―この一線を越えさせるな 

朝日新聞 2015 年 5 月 15 日（金） 

  

 安倍内閣は新たな安全保障政策の関連法案を閣議決定した。きょう国会に提出する。 

 

 安倍首相は先月の米議会での演説で、この安全保障法制について「戦後初めての大改革

だ。この夏までに成就させる」と約束した。 

 

 だが、その通りに成就させるわけにはいかない。 

 

■合意なき歴史的転換 

 

 集団的自衛権の行使を認めた昨年７月の閣議決定は、憲法改正手続きを素通りした実質

的な９条改正である。 

 

 法案の成立は行政府の恣意（しい）的な解釈改憲を立法府が正当化し、集団的自衛権の

実際の行使へと道を開くことになる。 

 

 そうなれば、もう簡単には後戻りできない。この一線を越えてはならない。 

 

 一連の法整備を前提とした「日米防衛協力のための指針」の改定を、ケリー米国務長官

は「歴史的転換」と評価した。 

 

 思い起こしてみよう。首相は昨年５月の記者会見で、母子が描かれたパネルを見せなが

ら邦人輸送中の米艦船を自衛隊が守ることの必要性を訴えた。 

 

 ところが、新たな指針はそんな事例をはるかに飛び越え、自衛隊が米軍の活動を世界規

模で補完する可能性を示している。自らの軍事負担を軽くしたい米国が歓迎するのは当然

だ。 

 

 この歴史に残る大転換の是非を、日本の国会も国民もまだ問われてはいない。 

 

 法案の内容は多岐にわたるが、その起点となったのは９条の政府解釈を変更した昨年７

月の閣議決定だ。 

 

 それまで政府は９条のもとでは集団的自衛権の行使は認められず、認めるには憲法改正

が必要だとしてきた。 

 

 自衛隊が合憲とされてきたのは、「自衛のための必要最小限度の実力」であると解釈され

てきたからだ。だが、限定的であろうと集団的自衛権で他国を防衛できるとなれば、必要

最小限度の範囲を逸脱してしまう。 

 

 集団的自衛権の容認は、米軍からの様々な要請を断ってきた憲法上の根拠を自ら捨て去

ることにもなる。 

 



■平和国家の変質 

 

 米軍などに弾薬を提供し、航空機に給油する。「後方支援」とはいっても、実態は軍需補

給の「兵站（へいたん）」だ。米軍などと戦う相手から見れば、自衛隊は攻撃すべき対象と

なる。 

 

 自衛隊が、世界中で米軍の活動に組み込まれる。そして、米国と一緒になって戦う国と

見なされる――。これは、様々な曲折をへながらも築いてきた憲法９条に基づく平和国家

としてのありようの根本的な変質だ。幅広い議論と国民合意がなければ、なしえないもの

である。 

 

 周辺の安全保障環境が厳しくなるなかで、本当に日本の平和と国民の安全に必要だとい

うのなら、安倍首相はそのための憲法改正を国会に働きかけ、国民投票で是非を問わねば

ならなかったはずだ。 

 

 安保政策の急転換は、集団的自衛権だけではない。 

 

 これまで自衛隊が他国軍の後方支援をする場所は、「非戦闘地域」に限られていた。新た

な法案ではその概念はなくなり、自衛隊が活動できる場所は他国軍の戦闘現場にぐっと近

づくことになる。しかも、その場所は日本周辺に限らず地球規模で想定されている。危険

を背負うのは現場の自衛隊員である。 

 

■国会がなすべき仕事 

 

 新たな法制は、集団的自衛権の行使を認める武力攻撃事態法など１０の法律の一括改正

案と、海外で他国軍を後方支援する国際平和支援法案からなる。 

 

 このなかには、米軍の世界戦略とは関係なく、日本の国際貢献という面から審議しなけ

ればならないテーマも含まれる。 

 

 国連平和維持活動（ＰＫＯ）や人道支援などでの日本の活動のあり方は積極的に議論さ

れてしかるべきだ。政府案に丸ごと賛成というわけではないが、自衛隊が実績を重ねてき

たなかで見直すべき点があるのなら修正し、さらなる貢献につなげればいい。 

 

 このほか、警察や海上保安庁では手に負えない武力攻撃一歩手前の「グレーゾーン事態」

への対処も、もっと議論が必要だろう。 

 

 １１法案の一本一本が十分な時間をかけて審議されるべき重い内容を持つ。いっしょく

たに審議していまの国会でまとめて成立させようという政府・与党の方針は乱暴すぎる。 

 

 安倍政権は一連の法案を成立させてしまえば、民主主義国として正しい手続きを踏んだ

というだろう。内閣が政策実現のため憲法を実質的に改めてしまう立憲主義の逆立ちに、

国会がお墨付きを与えることになる。それは立法府の自殺行為だ。 

 

 極めて重要な国会論戦になる。採決に向けてただ時間を費やすだけの審議は許されない。 

 



 与野党の議員に求めたい。 

 

 政権ではなく国民の声を聞くことを。すべての国民の代表にふさわしい判断を下すこと

を。 

     

安保法案 国会提出へ  大転換問う徹底議論を 

毎日新聞 2015 年 05 月 15 日 

 

 安倍政権は、集団的自衛権の行使容認など、自衛隊の海外での活動を飛躍的に拡大する

安全保障法制の関連法案を閣議決定した。日米安保条約の改定に匹敵し、専守防衛の本質

を変え、本来なら憲法９条の改正手続きを踏まなければならないほどの戦後の安全保障政

策の大転換だ。 

  

 私たちは、安全保障環境の変化に応じ、必要な法整備を検討すること自体は理解する。

だが、今回の安全保障法制は内容も進め方も問題が多すぎ、とても同意できない。 

 

 ◇「専守防衛」に反する 

 

 関連法案は、武力を行使する他国軍に対し自衛隊が補給や輸送などの後方支援をできる

ようにする新法「国際平和支援法案」と、武力攻撃事態法改正案など既存１０法の改正案

をひとまとめにした「平和安全法制整備法案」の２本立てだ。 

 

 分野別にみると、集団的自衛権の行使容認、後方支援の拡大、国連平和維持活動（ＰＫ

Ｏ）の武器使用権限・任務拡大の三つに分けられる。 

 

 集団的自衛権の行使容認は政府による解釈改憲であり、立憲主義に反する。憲法のもと、

日本がとってきた専守防衛にも反する。 

 

 日本の存立が脅かされ国民の権利が根底から覆される明白な危険がある「存立危機事態」

など、行使の要件はあいまいで拡大解釈が可能だ。 

 

 そもそも何のために行使する必要があるのかが明確でない。集団的自衛権や後方支援の

法制で日本は何をし、どんな国を目指そうとしているのかが、見えてこない。 

 

 安倍晋三首相は、閣議決定を受けた記者会見で、法整備の理由について、安全保障環境

は厳しさを増しており、国民の命と暮らしを守るため「あらゆる事態を想定し、切れ目の

ない備えを行う」と説明した。 

 

 日本が武力を行使するのは国民を守るためで「米国の戦争に巻き込まれることは絶対に

あり得ない」「日米同盟の抑止力は高まり、日本が攻撃を受ける可能性は一層なくなってい

く。『戦争法案』といった無責任なレッテルは誤りだ」と語った。 

 

 日本を取りまく安全保障環境の厳しさとは、突き詰めれば中国の軍備拡張と海洋進出、

北朝鮮の核・弾道ミサイル開発の進展だろう。 

 



 だが、安全保障認識とそれに対応する政策をつなぐ論理的な説明は聞かれなかった。首

相が説明すべきは、万全の備えを強調して「戦争法案」という批判に反論することではな

いはずだ。具体的にどういう安全保障上のリスクに対して、どの法案を使って対応するか

が問題なのに、それを語らず、安心してくれと言われても、国民は納得できないだろう。 

 

 安倍政権が集団的自衛権の行使を目指す理由は、精緻な安全保障政策とは、違ったとこ

ろにあると言わざるを得ない。 

 

 

安全保障法制 国守れぬ欠陥正すときだ 日米同盟の抑止力強化を

急げ 

産経新聞 2015/5/15  

 安全保障関連法案の閣議決定後の会見で、安倍晋三首相は「時代の変化から目を背け、

立ち止まるのはもうやめよう」と語った。 

 

 日本は国民の命と平和な暮らしを守りきれるかどうかの岐路に立っている。現状では日

本国民を救う活動を行う米軍が攻撃を受けても、助けることができない。 

 

 法制上の欠陥を、これ以上放置しておくことはできないという首相の認識は極めて妥当

である。 

 

 日本を取り巻く安全保障環境は著しく悪化している。首相は北朝鮮の弾道ミサイルや核

兵器の搭載への懸念をはじめ、多数の国籍不明機の接近も率直に指摘した。 

 

 ≪時代の変化に向き合え≫ 

 

 抑止力を高めるため、集団的自衛権の限定行使容認をはじめ、自衛隊の役割を拡大する

根拠となる法制の整備が不可欠である。 

 

 政府与党は国会審議を通じてその必要性を丁寧に説明し、国民の理解を深めながら、関

連法案の成立を図ってもらいたい。 

首相は会見で、平和のための外交努力を続ける一方で、「万が一への備え」の必要性を訴え

た。 

 

 日本周辺での警戒すべき動きに加え、国際社会で日本人が相次いでテロの犠牲となって

きた「厳しい現実」への対応を国家としてとらなければならないという判断からだろう。 

 

 とくに抑止力強化に欠かせないのは、同盟国である米国などとの協力強化であり、集団

的自衛権の行使容認の主眼もそこにある。 

 

 すでに日米合意した新しい「防衛協力の指針」（ガイドライン）が高い機能を発揮するよ

う、法整備を急ぐ必要がある。 

 

 首相は日本近海で米軍が攻撃を受ける状況について「人ごとではなく、私たち自身の危



機だ」と位置付けた。 

 

 この状況は、他に適当な手段がなく、必要最小限度にとどめることと併せ、武力行使の

３要件と位置付けられている。国は国民の生命を守る責務を果たさなければならない。危

機への対処をためらうことは許されない。 

 

首相が強調したのは、反対勢力が安保法制に「戦争法案」などとレッテルを貼り、戦争に

巻き込まれるという主張の誤りだ。集団的自衛権の行使容認による同盟の強化は、近隣諸

国の挑発的行動にすきを与えないことにつながり、紛争を予防する効果を生む。 

 

 関連法案も、集団的自衛権の行使容認について、「わが国と密接な関係にある他国に対す

る武力攻撃」が発生した場合で、「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由および幸福

追求の権利が根底から覆される明白な危険がある事態」だけに限っている。 

 

 国民を守るための行使であり、それを民主的に選ばれた政府が判断し、国会承認も必要

とする。戦争に巻き込まれるといった議論は的はずれだ。 

 

 ≪制約より活用の議論を≫ 

 

 国会審議で野党側に注文したいのは、安保法制への政府の取り組みそのものを否定し、

放置された問題点がないというような反対論に終始するのはやめてもらいたいということ

だ。 

 

歯止めをかけることが自己目的化するような議論も避けたい。そのために、自衛隊の行動

が妨げられるのは本末転倒である。世界の情勢を論じ、自衛隊をどう活用すれば日本と世

界の安全が高まるかを話し合うという視点こそ、求められていよう。 

 

 民主党が「安倍政権が進める集団的自衛権の行使」との限定をつけて容認しないという

のは理解に苦しむ。将来的な容認の余地を残しているつもりであれば、どのような条件な

ら行使が可能となるのか、代案を示しながら議論に臨むべきだ。 

 

 有事に至る前のグレーゾーン事態をめぐり、領域警備法の制定を唱えているのは一部評

価できる。さらに視野を広げ、集団的自衛権を含め日米の絆を強めることが、同盟の抑止

力をいかに高めるかを論じあってほしい。 

 

 民主党などが「政府は国民の意見を聞かず勝手にやっている」と批判するのは、反対の

ための反対としか言えない。 

 

 昨年７月の閣議決定から同年１２月の衆院選の論戦を経て、法案づくりの与党協議は正

式なものだけで２５回を数えた。国会での質疑も事実上、行われた。 

 

 手続きの瑕疵（かし）ばかり言うのは、時代の変化に目を背けることにほかならない。 

 

安保法制閣議決定 専守防衛の原点に返れ 

東京新聞 2015 年 5 月 15 日 



 安全保障法制が閣議決定された。海外での武力の行使に道を開く危うい法案だ。戦後貫

いてきた「専守防衛」の原点に、いま一度返るべきではないか。 

 

 安倍内閣がきのう閣議決定したのは、集団的自衛権を行使できるようにするための自衛

隊法改正案など、十の改正法案を束ねた「平和安全法制整備法案」と、自衛隊の海外派遣

を随時可能とする新法「国際平和支援法案」だ。 

 

 これまで「安全保障法制」と呼んでいたものを、二つの法案を合わせて「平和安全法制」

と言い換えたのも、「戦争法案」との批判を和らげる意図があるのだろう。 

 

◆平和安全法制の欺瞞 

 

 それは欺瞞（ぎまん）である。呼び方をいかに変えようとも、法案が持つ本質は変わり

ようがない。 

 

 その本質は、自衛隊の活動内容や範囲が大幅に広げられ、戦闘に巻き込まれて犠牲を出

したり、海外で武力の行使をする可能性が飛躍的に高くなる、ということだ。 

 

 こうした自衛隊活動に、憲法の揺るぎない裏付けと国民の大多数の理解と納得があるの

ならまだしも、海外での武力の行使は、自民党を含む歴代政権が憲法違反として認めてこ

なかったものである。 

 

 国会で積み重ねられた議論を無視して一内閣の判断で憲法解釈を変え、自衛隊を地球上

のどこにでも派遣して武力の行使を認めることを、憲法破壊の暴挙と言わず何と言う。 

 

 思い起こしてほしい。なぜ戦後の日本が戦争放棄の「平和憲法」をつくり、それを守り

抜いてきたのか。思い起こしてほしい。なぜ戦後の日本が「専守防衛」に徹してきたのか。 

 

 それは誤った政策判断により戦争に突入し、日本人だけで約三百十万人という犠牲を出

した、先の大戦に対する痛切な反省からにほかならない。 

 

◆憲法、条約の枠超える 

 

 専守防衛に徹し、他国に脅威を与えるような軍事大国とならない「平和国家」としての

歩みが、国際社会で高い評価と尊敬を得て、日本の外交力の基礎となっていることに疑い

の余地はない。 

 

 何よりも、軍事よりも経済、国民の暮らしを優先する政策は、戦後日本の繁栄の基礎と

なったことにも思いを至らせるべきだろう。 

 

 安倍内閣は、きょう国会に提出する法案が成立しても、戦後日本を貫く「専守防衛」政

策に、いささかも揺るぎないと強調してはいる。果たしてそうだろうか。 

 

 専守防衛とは、相手から武力攻撃を受けたときに初めて防衛力を行使する、憲法の精神

にのっとった受動的な防衛戦略だ。 

 



 しかし、集団的自衛権の行使を認めることは、自らが攻撃されていなくても外国同士の

戦争に参戦する、ということである。 

 

 集団的自衛権は国連憲章で加盟国に認められた権利だとはいえ、ベトナム戦争などその

行使例を見れば、大国による軍事介入の正当化に使われたのが現実だ。 

 

 そのような軍事行動に踏み切りながら、「専守防衛」だと胸を張って言いきれるのだろう

か。 

 

 整備法案では「周辺事態法」も改正され、日本周辺に事実上限られてきた米軍への後方

支援の地理的制約が取り払われ、支援対象を米軍以外の外国軍にも広げる。 

 

 極東を対象範囲とした日米安全保障条約の枠組みを超えるが、条約改定も他国との新た

な条約締結もない。憲法や条約があまりにも軽く扱われていないか。 

 

 新法の国際平和支援法案は、国際社会の平和と安全に対する脅威を取り除くために活動

する外国軍隊を、自衛隊がいつでも後方支援できるようにする一般法だ。 

 

 地理的な制限はなく、米軍以外の外国軍隊も支援対象とする。 

 

 現に戦闘が行われている現場では実施しないとの条件付きだが、後方支援は戦闘行動と

一体であり、戦闘現場以外での活動でも、いつ攻撃されるか分からない。攻撃されて反撃

すれば、本格的な戦闘となるのは避けられまい。それでも「専守」を貫けるのか。 

 

 国会の事前承認を例外なく必要とするが、ならばこれまで同様、特別措置法で対応して

も、国際的な責任は十分果たせるのではないか。新法の必要性に疑問が残る。 

 

◆岐路に立つ自覚持ち 

 

 法案を提出する政府が憲法や条約をないがしろにする態度では、いくら審議時間を費や

しても、法律に正統性は生まれまい。 

 

 戦後七十年の節目を生きる私たちは日本が今、重大な岐路に立っているとの自覚を持ち、

平和憲法を守り、専守防衛を貫いてきた先人たちの思いを胸に刻みたい。 

 

 二度と侵略戦争はしない、自国防衛以外には武力の行使や威嚇はしないという戦後日本

の原点に返れば、安倍政権が目指すものとは違う、日本の進むべき道がおのずから見えて

くるはずだ。 

 

戦争法案閣議決定 

「戦後」覆す壊憲立法を許すな 

しんぶん赤旗 2015/5/15 

 安倍晋三内閣が「戦争法案」の閣議決定を強行しました。同法案は、(1)米国が世界のど

こであれ戦争に乗り出せば自衛隊は「戦闘地域」で軍事支援をする(2)戦乱が続く地域で自



衛隊が武器を使って治安維持活動を行う(3)集団的自衛権を発動して米国の無法な戦争に自

衛隊が参戦する―という憲法破壊の大問題があります。いずれも、戦争放棄を掲げる憲法

９条の下で歴代政府が曲がりなりにも設けてきた「歯止め」をことごとく投げ捨てるもの

です。戦後日本の歩みを根底から覆す法案を絶対に許してはなりません。 

 

９条の「歯止め」次々外す 

 

 「戦争法案」は、米国の世界規模の戦争で自衛隊が従来は活動が禁止されていた「戦闘

地域」で補給や輸送などの支援活動ができるようにします（国際平和支援法案、重要影響

事態法案）。 

 

 政府はこれまで、米国によるアフガニスタン戦争やイラク戦争で自衛隊を派兵した際、

「非戦闘地域」でしか支援活動はできないという「歯止め」を設けていました。憲法９条

が武力の行使を禁じており、補給や輸送などの支援活動であっても、他国の武力行使と一

体化する活動は許されないという考えに基づくものです。 

 

 「非戦闘地域」は、(1)現に戦闘行為が行われておらず(2)そこで実施される活動の期間を

通じて戦闘行為が行われることがないと認められる―という要件を満たす地域とされてき

ました。政府は「他国の武力行使との一体化の問題が生じないことを制度的に担保する仕

組み」と説明していました。 

 

 ところが今回の法案は、「非戦闘地域」の後者（(2)）の要件を撤廃し「現に戦闘行為が行

われている現場」以外ならどこでも支援活動ができるようにしました。従来の「非戦闘地

域」ではその地域全体でそもそも戦闘の発生が想定されませんでしたが、今度は自衛隊が

活動する場所で戦闘が行われていなければ、近くで戦闘があろうが、いつどこで戦闘が起

こってもおかしくない地域（戦闘地域）であろうが、活動を可能にしたのです。 

 

 憲法９条に抵触しないとした「制度的担保」は捨て去られ、自衛隊員は「殺し、殺され

る戦地」に投げ込まれることになります。 

 

 自衛隊の支援活動では、政府がこれまで「憲法上の適否について慎重な検討を要する」

としてきた「弾薬の提供」や「戦闘作戦行動に発進準備中の航空機に対する給油や整備」

も行えるようにします。同様に、「憲法との関係で慎重な検討が必要」としていた治安維持

活動など任務遂行のための武器使用も解禁します（国際平和協力法案）。 

 

 加えて法案は、歴代政府が長年積み重ねてきた憲法９条解釈を踏みにじり、これまで違

憲としてきた集団的自衛権の行使、海外での武力行使さえ可能にしています(自衛隊法改定

案､事態対処法案)｡絶対に憲法と両立するはずがありません。 

 

安保政策を百八十度転換 

 

 「戦争法案」の閣議決定は、戦後日本の安全保障政策を百八十度転換させようとする歴

史的暴挙に他なりません。「戦争法案」反対、「９条守れ」の国民の声は大きく広がってい

ます。国民共同のたたかいを空前の規模で発展させ、日本を「戦争する国」に造り変えよ

うとする安倍政権の企てを必ず打ち破ろうではありませんか。 

 



 


